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研究成果の概要（和文）： 

日本では、降水パターンや高度経済成長期に氾濫原の開発が進んだことから水害が多く、稲作

などのために夏場の需給調整が難しい。従来、ダムはこれらの問題を解決するための万能薬と

考えられてきたが、近年、ダムの社会経済的影響・環境影響・財政的負担が問題となり、ダム

に代わる治水対策や渇水調整のための法的手法の開発が喫緊の課題である。本研究は、これら

の全ての問題解決を企図していたが、現実には、渇水調整の手法として、1.水融通及び 2.地下

水の持続的利用及び、3.地表水の利用に伴う生態系への影響の緩和手法について成果を上げた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Since Japan is located in the Monsoon Asia and its flood plains have been developed in 
1960s and 70s, it frequently suffers from flood. Also, because rice farming is common, 
it is difficult to manage supply-demand balance in the summer time. After experiencing 
severe water conflict, it had started relying on what they thought as a panacea, dams. 
But the side effects of dams have become more evident while Japan is facing severe 
financial deficit. This project explored four possible alternatives to change the course 
of actions; from flood control to mitigation of damage from flood, water transfer, 
sustainable use of groundwater, mitigation of negative impacts to the local communities 
and the ecosystem. During two-year project period, significant progress has been made 
in designing legal system of water transfer and sustainable use of groundwater. 
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 日本では、1890 年代に治水三法(河川法･
森林法･砂防法)が制定されたが、流域ガバナ
ンスは治水偏重であった。第 2次大戦後、日
本国憲法制定に伴い国や公共団体の不法行
為責任（憲法 17 条・国家賠償法）と損失補
償責任が確認された(憲法 29 条 3 項)。さら
に、国家賠償法 2条において国や公共団体が
河川管理の瑕疵について賠償責任を負い、土
地収用法において財産権への補償だけでは
なく漁業補償も行うとされた。高度成長期の
前後には、都市の水需要を賄うために地下水
が揚水され、地盤沈下が起きた。そこで、水
害訴訟での敗訴・渇水･地盤沈下を避けるた
めに多目的ダムが作られるようになった。そ
の結果、低湿地帯が開発され、溢水に対して
脆弱な土地利用体系が生まれた。また、ダム
が漁業に与える損失については内水面漁協
に対して補償を行い、漁協は環境改善ではな
く補償を原資とした放流を行うという慣行
が形成された。 
1-2 学術的背景 
 近年、ダムの流域環境への副作用が意識さ
れ、「水政策」が問い直されている。制度面
では、1997 年に河川法が改正され、「河川環
境の整備と保全」が目的に追加され(1 条)、
計画の決定に先立ち必要に応じて関係住民
への聴聞を行うとされた(16 条の 2 第 4 項)。
運用面では、高知県物部川において、アユの
激減を食い止めるため、放流に頼らず環境改
善により天然アユの再生を促す取り組みが
行われている(松本充郎「川と流域のガバナ
ンスと法制度―総合性と国家責任から見た
武庫川と物部川」蔵治光一郎編『水をめぐる
ガバナンス』73-98 頁)。また、武庫川･淀川
流域では、新規ダムの代替手段として堤防の
嵩上げ･補強や河床掘り下げ・既存の利水ダ
ムの治水への転用、総合治水―洪水を前提に
遊水機能等の整備･土地利用計画と治水を連
動させる―に向けた議論も行われている(三
好規正『流域管理の法政策』2007・松本充郎
「ダム・河川行政」『法学教室』有斐閣 343
号 2-3 頁、2009 年)。さらに、工業用水法等
の特別法よりも包括的な国レベルの地下水
法の必要性が認識されている(今後の地下水
利用のあり方に関する懇談会「健全な地下水
の保全・利用に向けて」2007) 

アメリカでは、降雨量の少ない地域が広大
で、水利権の調整・利水と環境の調整が大き
な問題である。このような中で、ロス･アン
ジェルス水盆は地下水の汲み上げ競争によ
る資源枯渇の危機を利水者の合意形成によ
っ て 克 服 し た (Ostrom, Governing the 
Commons 1990、小塩和人『水の環境史』2003。
理論的研究として松本充郎「自然資源をめぐ
る秩序形成に関する序論的考察--いわゆる
コモンズ論を契機として」高知論叢97号1-17
頁)。また、オレゴン州・カリフォルニア州

を貫流するクラマス川流域では、1980年代以
降サケが大量に斃死したが、ダム撤去を含め
た流域環境の修復について、漁業団体・先住
民団体・住民団体・環境保護団体等の参加に
よる合意形成を進め、水利権取引などの社会
実験も行っている(Doremus and Tarlock, 
Water War in the Klamath Basin 2008 及び
松本充郎「米国流域環境法に関する考察―
森・川・海の連携への序説―」『四銀経営情
報』109号 1-9頁、2009年)。これに対して、
ミシシッピ川流域は、1993年に大洪水を経験
した。陸軍工兵隊はこの水害以後、ダムによ
る治水をやめつつあると紹介される(天野礼
子・五十嵐敬喜『ダム撤去への道』2004)。
しかし、2005年のカトリーナ後の研究におい
て、堤防の補強が遅れたこと、背景に陸軍工
兵隊の予算削減・アウトソーシングの増加･
環境関連業務の増加による治水に関する能
力の低下、他機関との総合調整の不足も指摘
されている (Farber et al., Reinventing 
Flood Control, 2007)。 
今後の日本において、ダム以外の手段によ

って治水・利水・環境の総合化を進める場合、
地表水と地下水の統合的管理・水利権取引検
討が不可欠である。その際には、米国法を手
がかりとしつつ、河川法だけではなく土地所
有権との関係及び公物法理論から水利権の
概念を再検討する必要がある(国有財産法 18
条 1項は行政財産の処分制限を原則とし、河
川法は河床の所有権について規定せず、同 2
条 2 項は流水を私権の対象から外し、同 34
条は譲渡性を制限する。大橋洋一『行政法学
の構造的変革』・荏原明則『公共施設の利用
と管理』・七戸克彦「水法における公法と私
法」)。 

 
２．研究の目的 
 本研究は、日米の水ガバナンスに関する法
制度･事例の比較を通じて、ダム以外の代替
手段により流域環境の利用を図る際に予想
される法的問題の解決手段を明らかにする
ことを目的とする。 
2-1 計画見直し・既存ダムの撤去に共通の
問題 
 ダムに依存しない場合には、治水に必要な
容量ないし利水・環境の保全に必要な水量を
代替的手段によって確保する必要がある。治
水については、堤防の嵩上げ･強化･河床掘り
下げによる流下能力の増大、既存の利水ダム
の治水目的への転用・高水の際に溢れさせる
土地の確保・土地利用計画とのリンクによる
ピークカットや必要な場合の補償措置など、
総合調整を要する手段を検討する。また、利
水・環境については、人口減少や産業の空洞
化により国内の需要が減少しても、降雨量が
少ない場合には水利権の転用・地下水の利用
による需給調整を検討する。その際、まず、



 

 

河床及び流水・地下水の所有権・水利権の譲
渡性などを道路法その他の公物法との比較
において明らかにする。その上で、水利権転
用の副作用や地下水揚水の許容限度を検討
する。さらに、地下水について、既に松本充
郎「地下水法序説」『四万十・流域圏学会誌』
第 7巻 2号 23-29頁、2008年では条例による
揚水規制について検討したが(肯定)、本研究
では国レベルで包括的な法律を検討する。最
後に、現実に水害が起きた場合の賠償責任・
補償責任の根拠・範囲の考察(松本前掲「水
をめぐるガバナンス」)を深化させる。 
2-2 計画見直しに固有の問題 
 計画変更による損失補償ないし国家賠償
が問題になり、これらを個人に対して行うか
地域に対して行うかを検討する。個人に対し
て行うとした例(ダム建設の例ではないが最
判 1981年 1月 27日民集 35巻 1号 35頁や東
京都都市博覧会を中止した際の補償)と集落
に対して行うとした例(天神川水系旧鳥取中
部ダムの建設中止の際の補償)等を比較検討
し、補償の要否･対象･方法等について類型化
を図る。さらに、計画から撤退した場合の利
水負担金の返還の仕組みについて特定多目
的ダム法・独立行政法人水資源機構法等の運
用改善･改正を検討する。 
2-3 既存ダムの撤去に固有の問題 
 クラマス川流域では枠組み部分の合意が
形成されているが、(権利関係は松本前掲「米
国流域環境法に関する考察」で検討したの
で)米国の水利権について、先住民の水利
権・漁業権や一般の漁業免許のために河道内
にどの程度の水量を確保すべきかを、自然科
学の不確実性を踏まえて明らかにする。また、
この事例や類似の事例を検討することによ
り、ダムの功罪の評価、撤去の効果(サケの
再生産能力は回復するのか)、財政難の中で
費用負担は可能か、水利権取引が正当化でき
る理由・有効性・予想される弊害・弊害を取
り除くための施策等を明らかにする。 
３．研究の方法 
 平成 22年度は、University of Califonia, 
Berkeleyの法科大学院において、客員研究員
として米国水法の研究を行う。その際、米国
内のミシシッピ川流域・Sacramento-San 
Joaquin Deltaの水害対策・クラマス川の水
紛争の事例を文献調査・現地調査・ヒアリン
グ調査を踏まえて研究する。 
 平成 23年度は、本務校に戻り、日本の国
内の法制度および利根川流域・淀川流域の事
例の補足的な調査を行い、日米水法の比較検
討を通じて日本法への示唆を纏めてアウト
プットする。 
 研究方法としては、文献調査・現地調査・
ヒアリング調査を単独で実施する。比較法研
究において、裁判例や 2次文献を通じた調査
を行うのは当然であるが、関係者へのヒアリ

ング調査・フィールド調査を行うことにより、
文献の背景や自然科学も踏まえて事例の解
決策の正当性を検証し、日米の「解決策」の
相場を比較することができる。 
 
４．研究成果 
4-1 2010年度 
 2010年度は、7月までは、上記の問題につ
いてアメリカ合衆国の現状について文献調
査・現地調査を行いながら、予防原則に関す
る論考及び日本の公物法全般及び河川法・道
路法等に関する論考をまとめた(『行政法用
語辞典』)。9月には、Groundwater Resources 
Association においてポスター発表を行い、
日本の地下水保全条例とカリフォルニア州
の地下水保全条例との比較検討を行った。ま
た、Klamath 川流域において環境指標である
サケが激減し、ダム撤去に向けた合意が形成
されつつある。そこで、Klamath 川流域の現
状を確認するため、現地調査を行った。11月
末から 12 月上旬には水取引の実態について
行政や関係者へのヒアリング調査及び現地
調査を行い、12月中旬以降は Klamath川の現
状について行政や法律事務所や行政へのヒ
アリング調査を行った。2011年 2月には、Bay 
Area周辺の Water Law Professorの昼食会で
日本における水取引の可能性について口頭
発表し、3 月には同じ内容の UC Berkeley の
Water Resources Law においてミニ講義を行
った 
4-2 2011年度 
 2011年度は、ダムに代わる渇水調整の手法
として、1.水融通及び 2.地下水の持続的利用
について検討し、さらに、3.地表水の利用に
伴う生態系への影響の緩和手法について検
討した。 
1．水融通 日本における水取引の事例であ
る三田用水事件(松本充郎「河川法」北村喜
宣他編『行政法用語辞典』法学書院・2012年)
と米国 California 州におけるインペリアル
灌漑区とサンディエゴ市の水取引等に関す
る事件である Quantification Settlement 
Agreement (QSA)を比較検討した。特に、河
川法上の水利権と California 州法上の水利
権概念および河川法改正の方針については、
Antonio Rossmann 弁護士をはじめとする
国内外の研究者及び実務家と意見交換を行
った。 
2．地下水の持続的利用 日本には、地下水
について、利用権の配分原理や利用の上限に
ついて規定した包括的な法律はなく、裁判例
上もこれらの点は明らかではなかった。しか
し、旧紀伊長島町(現三重県紀北町)の水道水
源保護条例は安全採取量と地下水利用権の
配分原理を暗示し、廃棄物処分場の設置を巡
る紛争に関する下級審判決はこれらを承認
しており、事実認定の誤りを補正すれば先例



 

 

的価値が高い(松本充郎「地下水法の現状と
課題」(高知論叢 102号・2011年)69-96頁)。 
3．地表水の利用に伴う生態系への影響の緩
和手法 新保輝幸と共編著で『変容するコモ
ンズ―フィールドと理論のはざまから―』
（ナカニシヤ出版・2012年、分担執筆者は飯
國芳明・緒方賢一・高橋勇夫他）を出版した。
特に、その第 3章において地表水の利用に伴
う生態系への影響の緩和について、(アメリ
カ西海岸の Klamath川における天然サケの再
生と比較しつつ)天然アユに代表される生態
系への悪影響を緩和するための施策とそれ
らを実施するための法制度について検討し
た。 
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